
法 人 市 民 税 減 免 申 請 書

令 和 ７ 年 4 月 ● 日
青 梅 市 長 殿

所 在 地

青 梅 市 ● ● 町 ● 丁 目 ● 番 地 の ●

申 請 者 法 人 名 ● ● 法 人 ● ● ● ● ● ●
（ 納 税 義 務 者 ）

代 表 者 氏 名 ● ● ● ●

電 話 番 号 0 4 2 8－ ● ● － ● ● ● ●

青 梅 市 市 税 条 例 第 ５ １ 条 の 規 定 に よ り 法 人 市 民 税 の 減 免 を 申 請

し ま す 。

法 人 番 号

（ 国 税 庁 ）
※ 国 税 庁 の 法 人 番 号 1 3 桁

管 理 番 号

（ 青 梅 市 ）

※ 青 梅 市 の 法 人 管 理 番 号 9 桁
（ 送 付 し た 封 筒 の 宛 名 右 下 に 記 載 し て い ま す 。）

事 業 期 間 令 和 ６ 年 4 月 1 日 ～ 令 和 ７ 年 3 月 3 1 日

納 期 限 令 和 ７ 年 ４ 月 ３ ０ 日

税 額 ※ 均 等 割 申 告 書 ② の 金 額 を 記 入 円

を

し

て

く

だ

さ

い

。
）

（

該
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す

る
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に

チ

ェ

ッ

ク

減

免
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け

よ

う

と

す

る

理

由

□ 公 益 社 団 法 人 お よ び 公 益 財 団 法 人 で 収 益 事 業 を 行
っ て い な い た め

□ 特 定 非 営 利 活 動 推 進 法 第 ２ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 法
人 で 収 益 事 業 を 行 っ て い な い た め

□ 非 営 利 型 の 一 般 社 団 法 人 お よ び 一 般 財 団 法 人 で 収
益 事 業 を 行 っ て い な い た め

□ そ の 他 （ 具 体 的 に 御 記 入 く だ さ い 。）

法 人 税

（ 税 務 署 ）

申 告 の 有 無

有 ・ ○無

押印不要

昼間連絡が取れる番号を御

記入ください。

どちらかに必ず 〇 をしてください。

前年４月１日から３月３１日までの間に市町

村に事務所又は事業所を有していた期間。

記入例

法人の区分により、該当する欄へチェックをしてください。

該当項目が無い場合は、その他欄へ具体的に御記入ください。


